定 款 施 行 細 則

第１章　総　　　則
（細則の目的）
第１条　この細則は、定款第４５条の規定により会務執行に必要な事項を定める。

（事務局）
第２条　本会の事務局を名古屋市中区伊勢山１丁目１番４号に置き、公益社団法人愛知県栄養士会（以下「愛知県栄養士会」）事務局と称する。
（会　員）
第３条　会員の入会資格、入退会手続及び会費等については、別に定める「会員に関する規程」によるものとする。

（総会の運営）

第４条　総会の運営に関しては、別に定める「総会運営規則」によるものとする。

２　総会の議事運営に関しては別に定める「議事運営規程」によるものとする。
（理事会の運営）

第５条　理事会の運営に関しては、別に定める「理事会運営規則」によるものとする。

第２章　役　　　員

（役員の選任と就任）
第６条　定款第２０条、第２１条に定める役員の選任にあたっては、別に定める「役員等選出規則」により候補を選定する。
２　総会の決議により選任された役員は直ちに就任しなければならないが、当該総会の運営については企画・準備した前役員が総会の終了まで責任をもって実施するものとする。
３　前役員と新役員は引継ぎを速やかに行い円滑な運営に努めなければならない。
（代議員の選出）

第７条　公益社団法人日本栄養士会定款第６条に規定する代議員の選出については、定款第２１条、第２２条を準用する。

２　選出は理事会において定数を互選し選定する。

（監事の職務）

第８条　定款第２４条に規定する監事の職務及び権限については、定款に定める以外に、別に定める「監事監査規程」によるものとする。

第３章　業務執行
（理事の職務）
第９条　理事は、定款第２３条に規定する以外に、部、地区連絡会、職域部会及び委員会等を組織し、その一員として積極的に業務の運営・推進に努めなければならない。

（部の設置）
第10条　本会の業務の執行にあたり、総務、組織、広報、事業、学術の各部を設置する。
（１）会長、副会長、常務理事を除く理事はいずれかの部に所属しなければならない。
（２）各部に部長、副部長及び部員を置く。部長は理事会で選任し、副部長は当該部で選任する。
（３）部長は各部の業務を分掌し、部長に事故あるときは、当該部の副部長が代理する。
（地区連絡会の設置）

第11条　地区内の会員の連携、調整を図るため地区連絡会を置くことができる。

（地区連絡会の権能）

第12条　地区連絡会は、理事会から諮問された地区に関する事項について連絡・協議し、必要に応じて意見を述べるほか、理事会が承認した事業を実施する。

（地区区分）

第13条　前条に規定する地区の区分は次のとおりとする。

（１）名古屋地区

（２）尾張地区

（３）三河地区

（職域部会の設置）

第14条　職域ごとの会員の、就業専門性の向上を図るため、職域部会を置く。

２　職域部会の設置及び運営に関しては、本細則による他、別に定める「職域部会運営規程」による。
（職域部会の権能）

第15条　職域部会は、理事会から諮問された職域に関する専門的事項について協議し、必要に応じて意見を述べるほか、理事会が承認をした事業を行う。

第16条　前条に規定する職域の区分は次のとおりとする。
（１）医療部会
（２）学校健康教育部会
（３）勤労者支援部会
（４）研究教育部会
（５）公衆衛生部会
（６）地域活動部会
（７）福祉部会

（職域部会事業運営費）
第17条　各職域部会の担当理事は、会長に対し当該年度の３月３１日までに、翌年度の事業計画並びに収入支出予算の概要を示さなければならない。
ただし、正当な理由があれば、理事会の承認を得て期日を延期することができる。
２　事業の詳細計画及び収支予算は開催３か月前までに申請し、理事会が審査して承認した時は、事業運営費を交付することができる。
３　職域部会事業運営費を受理した職域部会担当理事は、会長に対し事業終了後すみやかに、事業報告並びに収入支出決算書を提出し精算しなければならない。
ただし、正当な理由があれば、理事会の承認を得て期日を延期することができる。

（各種委員会の設置と事業運営費）

第18条　会長は業務執行にあたり、理事会の承認を得て理事及び学識経験豊富な会員をもって委員会を設置し業務の運営・推進を図ることができる。

２　事業の詳細計画及び収支予算は開催３か月前までに申請し、理事会が審査して承認した時は、事業運営費を交付することができる。
（事業計画及び結果報告）

第19条　職域部会、委員会等、各種事業の執行にあたっては、別添様式による事業計画・結果報告書を作成提出しなければならない。

第４章　栄養ケア・ステーション
（栄養ケア・ステーションの設置）
第20条　県民の保健・医療・福祉に寄与するため、栄養ケア・ステーションを置く。
２　前条に規定する設置要領は別途定める。
第５章　諮　問　機　関
（特別委員会の設置）
第21条　会長は、会務の重要な事項について諮問するため、理事会の承認を得て特別委員会を置くことができる。
２　委員は、名誉会長、学識経験者等により、会長が委嘱する。
３　顧問及び参与には相談をし、意見を聞くことができる。
第６章　助　　 成　　 金
（助成金）
第22条　本会は、正当な理由がある時は、理事会の承認を得て、業務の執行上有効と判断した事業に対して経費を助成することができる。

２　この場合は、事業内容を記した申請書を提出し理事会に諮らなければならない。
３　承認を得て助成金を受けた事業実施者は、その助成金にかかる事業結果及び収支決算について会長に報告しなければならない。
第７章　各　種　会　議
（三役会の開催）
第23条　会長、副会長、常務理事による三役会は、原則として毎月２回開催する。但し、会長が必要と認めたときは、随時開催することができる。
２　三役会は会長が招集してその議長となる。
（三役会の定足数及び議決）
第24条　三役会の定足数及び議決は、４分の３以上の出席で、３分の２以上で決する。
（三役会の任務）
第25条　三役会は、次の事項を審議する。
（１）理事会が委任した事項
（２）理事会に付議すべき事項
（３）日常業務の執行に関すること及び緊急を要する事項
（４）その他必要な事項

（部長会及び委員長会の設置）
第26条　本会の業務運営の円滑化と連絡・調整を図るため部長会及び委員長会を設置する。
（部長会及び委員長会の開催）

第27条　部長会は奇数月、委員長会は６月、１２月に開催する。

第８章　議　　事　　録
（記　録）
第28条　各種会議の議事録は、定款に定めるものの他、各会議の承認を得て議長が委嘱する者により記録し会長に報告する。
（掲　載）
第29条　理事会の議事録は、これをホームページ（会員専用ページ）に掲載するものとする。但し、会議の承認を得て掲載を要しないと認めた部分並びに議長が発言を禁止又は取消しさせたものは、これを掲載しない。
（記録の訂正）
第30条　発言したものは、会議の翌々日の午後５時までにその発言した字句の訂正を求めることができる。但し、発言の要旨を変えることはできない。
第９章　資産及び会計

（資産の構成）
第31条　本会の資産は、次に掲げるものをもって理事会の承認により構成する。

（１）財産目録に記載された財産

（２）会費及び入会金

（３）寄付金品

（４）事業に伴う収入

（５）資産から生ずる収入

（６）その他の収入

（寄付金の取扱）
第32条　寄付金の取扱いについては、寄付が生じた時点で租税特別措置法の規定に基づき対応するものとする。
（資産の管理）

第33条　資産は会長が管理し、その方法は理事会の議決により定める。

（経費の支弁）

第34条　本会の経費は本則第３０条の資産をもって支弁する。

第１０章　事　　務　　局

（事務局の運営）
第35条　事務局の運営は、別に定める「事務局運営規程」によるものとする。
第１１章　情報公開及び個人情報の保護

（情報公開）

第36条　本会は公正で開かれた活動を推進するため、その活動状況、運営内容、財務資料等を積極的に公開するものとする。

２　情報公開に関する必要な事項は、別に定める「情報公開規程」による。

（個人情報の保護）

第37条　本会は、業務上知り得た個人情報の保護に万全を期すものとする。
２　個人情報の保護に関する必要な事項は、別に定める「個人情報管理規程」による。
第１２章　　雑　　　　　則
（細則の改廃）
第38条　この細則の改廃は、理事会の議決を経なければならない。

（補　則）

第39条　この細則の実施に関し必要な事項は、会長が別に定め理事会の承認を得るものとする。

附　則　この細則は、公益法人の設立の登記の日、平成２４年４月１日から施行する。
　　　　この細則は、令和元年６月１日から施行する。
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